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 建設業では、現在までに企業間の電子商取引（ＣＩ－ＮＥＴ）の導入を進め、建設業界の生産性
向上や企業の経営改善等に取り組んできました。

１．導入検討事例集の目的 

改

 しかしながら、これからＣＩ－ＮＥＴの導入検討を行おうとする企業では、導入した場合の効果は
どの程度あるのか、導入コストはどれくらいかかるのか、また導入にあたりどういったプロセスがあ
るのか等、様々な疑問や課題を抱えています。 
 それらの疑問や課題等を解決するひとつの策として、平成２２年度にＣＩ－ＮＥＴの導入を意欲
的に検討している総合工事業の企業や専門工事業等の工事請負企業、また建設産業団体おい
て、ＣＩ－ＮＥＴの導入による業務内容への影響度の有無や導入後の費用対効果、また具体的な
導 手法に 析 実施 企業グ プ（協議会）導入の手法について分析を実施するための企業グループ（協議会）を設置しました。 
 この事例集は、建設業の電子商取引の普及促進を目的として、ＣＩ－ＮＥＴの導入における具体
的な導入ポイントや導入効果をまとめたものです。特にＣＩ－ＮＥＴの導入をご検討されている総合
工事業、専門工事業の方々にこの事例集を広くご参照して頂き、建設業のＩＴ活用や生産効率化、
取引の適正化の促進に資すれば幸いです。 

●電子商取引とは

２．電子商取引について 

●電子商取引とは 
 電子商取引とは、企業どうしの取引に必要な見積書、注文書、請求書等のデータを、インターネッ
ト等の通信を利用して、標準的な方法により企業間で交換することを指します。  
 国土交通省及び財団法人建設業振興基金では、建設業における生産性向上にむけて、従来の
ような紙の書類でのやりとりではなく、インターネット等の情報通信ネットワークを利用し電子データ
の交換を行なう電子商取引を推奨しています。 

●今、なぜ電子商取引なのか 
 身近なことを考えてみてください。銀行のＡＴＭ、株式のインターネット取引、自治体の住民票交
付・施設利用の電子申請等のように、個人の生活はITにより格段に便利になってきました。国土交
通省をはじめとする公共発注者も行政改革の一環として電子政府の実現に向けて取り組んでいま通省をはじめとする公共発注者も行政改革の 環として電子政府の実現に向けて取り組んでいま
す。また、2001年に建設業法が改正されたこと等を受け、建設業者間の取引においても収入印紙
を必要としない電子契約が可能となりました。 
 このように生活や業務環境がＩＴ化によって便利になる中で、各企業においてもＩＴを活用した業務
改革を推進し、経営基盤を強化することが重要です。電子商取引はそのための有効な手段の一つ
となります。 
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●建設業における電子商取引「ＣＩ－ＮＥＴ」 
ＣＩ－ＮＥＴとはConstruction lndustry NETworkの略称で 国が認定した建設業界におけるＥＤＩ

３．ＣＩ－ＮＥＴについて 

 ＣＩ ＮＥＴとはConstruction lndustry NETworkの略称で、国が認定した建設業界におけるＥＤＩ
標準(※１) （平成３年１２月建設大臣告示「建設業における電子計算機の連携利用に関する指

針」）のことです。 
 ＣＩ－ＮＥＴとは建設産業全体の生産性向上を図るため、建設生産に関わる様々な企業間の情報
について、情報通信ネットワークを利用して交換するための仕組みです。建設生産における企業間
の商取引には、見積依頼など商談の段階から注文、請求、決済までいくつもの段階があり、その都
度帳票のやりとりが行われていますが、これらを電子的に交換するための標準規則として、ＣＩ－Ｎ度帳票のやりとりが行われていますが、 れらを電子的に交換するための標準規則として、Ｃ
ＥＴが多く使われています。 
 各企業はＣＩ－ＮＥＴに対応した情報システムやＡＳＰ(※２)によるサービスを導入することによって、
さまざまな取引先と電子商取引ができるようになります。 

（※１）ＥＤＩ (Electronic Data lnterchange) 
企業どうしの取引に必要な見積書、注文書、請求書等のデータを、インターネット等の通信を利用して、標準的な方法により企業間で交換すること。
「電子データ交換」とも言う。  

（※２） ＡＳＰ(Application Service Provider） 
インターネットなどのネットワークを利用して、業務用のアプリケーションソフトを利用可能にするサービスを提供する事業者。利用者に対し月額で、イ
ンターネットブラウザソフトを使った業務アプリケーションのサービス提供を行う。 

CI-NET電子データ交換対象業務 

発注側 受注側 CI-NET標準形式の 
ﾃﾞｰﾀによるﾃﾞｰﾀ交換 
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 ＣＩ－ＮＥＴを導入する主なメリットとしては、業務の効率化による生産性の向上、郵送費や印紙税
などの経費節減、電子データ活用による経営の改善などが期待されます。また、法令遵守、内部統

４．ＣＩ－ＮＥＴ導入のメリット 

制の観点からも取引の適正化を図るツールとしても活用ができます。 

書類の書き写しや、伝票の再入力等にムダな時間を費やしていませんか？ 

 ＣＩ－ＮＥＴでは､発注者から送ら

れてきたデータ、受注者から返信

されてきたデータをそのまま利用す

るため、転記や再入力等のムダな

書類の山 

膨大な 
保管場所 

作業が不要となります。あわせて

社内のペーパレス化も進みます。 

転記・再入力 

データの再利用 データ 
送信

こんな風に変わります… 

書類送付の電話確認やＦＡＸ、郵送作業に担当者が時間を割かれていませんか？ 

送信 

 ＣＩ－ＮＥＴでは､パソコンからネッ

トワーク経由で簡易に書類を送信

できるため、従来の書類送付のた

めのＦＡＸ 郵送手続き 電話確認
FAXの手間 

めのＦＡＸ、郵送手続き、電話確認

等の煩わしい作業を削減すること

が可能となります。また、郵送費用

等も削減することができます。 

電話の手間 郵送コスト 

こんな風に変わります… 
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取引先からの急ぎの問い合わせに対応できていますか？ 

 ＣＩ－ＮＥＴでは､担当者が遠方

の取引先まで書類提出に出向い

たり、郵送することなく、インター

ネットを通じて、瞬時に取引先に

書類を届け とが きます ま

移 動 

書類を届けることができます。ま

た、取引先からの急ぎの見積要

請等への対応についてもスピード

アップが図れます。 こんな風に変わります… 

オフィスから瞬時に連絡

移 動 
対応に
時間 

契約に伴う印紙税の費用が大きいと感じていませんか？

オフィスから瞬時に連絡 

インターネット 

 2001年に建設業法が改正され、

建設業者間の取引においても収

入印紙を必要としない電子契約

契約に伴う印紙税の費用が大きいと感じていませんか？

印紙 

が可能となりました。 ＣＩ－ＮＥＴ

を導入することにより印紙を貼る

必要がなくなります。 

 
こんな風に変わります… 

捺印 印紙 

※取引情報を紙で保存することも認められていますが、その場合に社印を付した場合等には、 

印紙不要 

  印紙を貼ることが必要になることもあります。 
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 建設業における企業間取引の効率化・高度化の促進及び取引の適正化・透明性の確保による
法令遵守の促進を図るため、建設業における電子商取引の普及促進を行っています。  

５．建設業における電子商取引の普及促進 

 インターネットの普及、建設業法の改正等を受けて、近年ＣＩ－ＮＥＴを採用する企業が急増し
ています。（下図はＣＩ－ＮＥＴに必要な「企業識別コード」の登録数推移。 

CI NETを利用する企業数は 平成23年3月末現在9 425社とな ています

普及するＣＩ－ＮＥＴ 

 
 
 
 
 
 
 

 CI-NETを利用する企業数は、平成23年3月末現在9,425社となっています。 

 
平成１４年９月

 
 
 
 
 
 平成１２年６月 

インタ ネット利用

平成１３年４月 
電子契約可能に 

平成１４年９月
ASPサービス開始 

 
 
 

インターネット利用 
の規約を公表 

※社数は各年度末の数字。 

 

ＣＩ－ＮＥＴは安心して利用できます 

出展：（財）建設業振興基金HPより 

 ＣＩ－ＮＥＴは、国土交通省の政策を踏まえ、（財）建設業振興基金が開発、メンテナンス、普及
促進に努めています。また、同財団の活動は、建設事業者を中心とする会員企業により、利用者
の立場から進められており、安心して利用することができます。 
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・書類の書き写しや、伝票の再入力等にムダな時間を費やしていませんか？ 
・書類の送付やＦＡＸ、郵送作業に担当者の時間を割かれていませんか？ 
・取引先からの急ぎの問合わせに対応できていますか？

６．ＣＩ－ＮＥＴ導入にあたって 

ＣＩ－ＮＥＴ導入により期待出来る効果 

発注者 受注者

・取引先からの急ぎの問合わせに対応できていますか？
・契約に伴う印紙税の費用が大きいと感じていませんか？ 
・取引先との正当な取引が出来ているか管理できていますか？ 

発注者 受注者 購買見積業務 

注文業務 

出来高・請求業務 

◎ＣＩ－ＮＥＴを利用すると様々な効果が期待できます。 

・社内システムと連携した迅速な業務処理の実現（生産性向上） 
・取引データの履歴・状況管理（関連性確保・長期データ保管） 
・元請業者と下請業者間の対等な取引の実現（透明性の実現・法令順守） 
・契約に伴う印紙税負担の軽減（コスト削減） 

 
・どんな効果が具体的にあるのか？

実現する為の具体的な進め方が分からない 

どんな効果が具体的にあるのか？
・初期コスト・運用コストはどのくらい？ 
・実現するためにどんな方法があるのか？ 
・どんな設備投資が必要なのか？ ･･･etc 

複数の企業で検討グループ（協議会）を作成し、ＣＩ－ＮＥＴ導入への疑問・課
題・効果についての情報交換を行ない具体的な検討を行う事が有効です。 

発注者 ア
ド
バ

協議会例 

検討 協議会 受注者 

受注者 

受注者 

受注者 

バ
イ
ザ
ー 
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７．ＣＩ－ＮＥＴ導入検討を実施した協議会 

《協議会①》 中堅総合建設業を中心とした協議会 
区分 企業情報 売上高 従業員数 

発注者 総合工事業 （総合建設業） 約2,500億円 2,500人以下 

受注者 専門工事業 （タイル・レンガ・プロック工事） 約10億円 10人以下 

専門工事業 （鳶・大工・工事業） 約6億円 50人以下 

専門工事業 （一般工事業） 約4億円 10人以下 

《協議会②》 地域総合建設業を中心とした協議会 
区分 企業情報 売上高 従業員数 

発注者 総合工事業 （総合建設業） 約20億円 100人以下 

受注者 資機材 売業 （ 次製 売） 約 億 人受注者 資機材販売業 （コンクリート二次製造販売） 約6億円 50人以下

資機材販売業 （建設資材販売業、製材業） 約4億円 50人以下 

専門工事業 （土木工事業）  約1億円 10人以下 

《協議会③》 設備工事業（電気設備）を中心とした協議会 
区分 企業情報 売上高 従業員数 

発注者 設備工事業 （電気設備業） 約4,000億円 6,000人以下 

受注者 専門工事業 （電気・土木工事等の施工） 約80億円 500人以下受注者 専門工事業 （電気・土木工事等の施工） 約80億円 500人以下

専門工事業 （電気・空調・給排水設備工事） 約60億円 200人以下 

資機材販売業 （電気機器・器具・材料） 約300億円 200人以下 

《協議会④》 設備工事業（空調設備）を中心とした協議会 
区分 企業情報 売上高 従業員数 

発注者 設備工事業 （空調設備業） 約2,000億円 2,000人以下 

受注者 専門工事業 （管工事業） 約30億円 100人以下

８．協議会でのＣＩ－ＮＥＴ導入検討の進め方 

受注者 専門工事業 （管工事業） 約30億円 100人以下

専門工事業 （管工事業） 約10億円 20人以下 

資機材販売業 （機器販売業） 約500億円 1,000人以下 

資機材販売業 （資機材販売業） 約1,000億円 1,000人以下 

・現状の業務フロー、業務プロセスをヒアリング・課題抽出します。 

・用紙代、郵送代、コピー代等の経費と実業務に携わる人件費を部門単位に算出します。 

・ＣＩ－ＮＥＴ体験環境を利用して、電子商取引を導入した場合の業務の操作や流れを

現在の業務分析 ・ 取引業務における作業時間と経費の調査 

ＣＩ－ＮＥＴ体験環境での電子商取引操作体験 

・ＣＩ－ＮＥＴ導入時の、経費の変化や、作業時の時間（人件費）の変化を予測し電子化後 

 の各業務の削減効果を算出します。 

ＣＩ ＮＥＴ体験環境を利用して、電子商取引を導入した場合の業務の操作や流れを 

 理解します。また、各社で導入する場合の影響度や課題点を整理します。 

電子化した場合の作業時間と経費の削減効果予測 

・ＣＩ－ＮＥＴ導入に伴う波及効果や今後期待される効果・可能性のについて検討します。 

・ＣＩ－ＮＥＴ導入にあたっての検討ポイントの整理や、問題や課題について検討します。 

ＣＩ－ＮＥＴ導入シミュレーション ・ 導入のポイント整理 
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《参考》コスト算出のための基礎情報（本協議会で採用した情報） ９．業務コスト（作業時間・経費）の算出方法の例 

●業務コスト（作業時間・経費）の把握 
 購買見積や注文、出来高・請求の各業務内容や、業務の発生割合（郵送と資料持ち込みの割
合など）を細分化し また各業務で発生する業務時間や経費などを算出する とにより 各業務合など）を細分化し、また各業務で発生する業務時間や経費などを算出することにより、各業務
に掛かるコストの把握が可能になります。 
 
 
 
 

●購買見積業務 ●注文業務 ●出来高・請求業務 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

●電子化率（電子商取引化率 ） 
 電子化率とは、各企業の取引における関連の全体の書類件数のうち、ＣＩ－ＮＥＴ等の電子商
取引を用いて受渡しを行なった書類件数の占める割合を示します。  

   電子化率（％）＝電子商取引を用いて受渡しを行なった書類件数÷全体の取引書類件数
  発注者の企業の電子化率は、受注者との取引の書類件数を対象としています。電子商取引が
可能な受注者を増やす事により、電子化率を向上させる事が可能です。  
 受注者の企業の電子化率は、発注者との取引の書類件数を対象としています。電子化率は、
ＣＩ－ＮＥＴ導入済みの発注者企業数により変化します。一般的にはこの電子化率が高ければ高
いほど、電子商取引の効果が高くなります。 

●業務コスト算出の為の単価例 
 今回の業務コストは、右記の単価例の表を 
元に算出しています。 
 各社毎に作業単金や、交通費（平均）は異 
なりますので、場合によっては単価例の見直 
しを実施してください。 
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発注者のＣＩ－ＮＥＴ導入タイプの例 

１０．本書で説明するＣＩ－ＮＥＴ導入タイプの説明 

 
●自社システムと自社ＣＩ－ＮＥＴ機能を連携した例 （自社構築タイプ） 

社内 

データ 
連携

社内業務 
システム 

CI-NET対応 
EDI機能 

受注者 

連携

CI-NET形式 

自社の購買システムや原価管理システムとCI-NETを連携させたい場合に利用します。連携にはCI-NET対応のEDI機能が必要です。 

●自社システムとＡＳＰのＣＩ－ＮＥＴ機能を連携した例 （ＡＳＰ活用タイプ） 

社内業務社内 ASP業者社内業務 
システム 

社内 ASP業者

CI-NET対応 
EDI機能 

受注者 

インターネット 

データ 
連携 

CI-NET形式 

●ＡＳＰのブラウザシステムを利用した例 （ＡＳＰ活用タイプタイプ） 

タ

自社の購買システムや原価管理システムとＡＳＰ業者の提供するＣＩ－ＮＥＴ機能を連携させたい場合に利用します。 

ASP業者 

CI 対応

社内 
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ 

受注者 
CI-NET形式 

CI-NET対応
EDI機能 

簡易業務
サービス ブラウザなど インターネット 

自社システムとCI-NETの自動的な連携をあまり重視せず、簡単にCI-NETを始めたい場合に利用します。 
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受注者のＣＩ－ＮＥＴ導入タイプの例 

１０．本書で説明するＣＩ－ＮＥＴ導入タイプの説明 

 
●ＣＩ－ＮＥＴ対応の業務ソフトを導入した例 （業務ソフト活用タイプ） 

社内 

発注者

CI-NET対応の業務パッケージソフトを購入することで、CI-NETを簡単に始めることが出来ます。 

ＣＩ－ＮＥＴ対応 
の業務ソフト 

発注者 

インターネット 

CI-NET形式 

●ＡＳＰのブラウザシステムを利用した例 （ＡＳＰ活用タイプ） 

ASP業者 社内 

発注者 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ 

自社システムとCI-NETの自動的な連携をあまり重視せず、簡単にCI-NETを始めたい場合に利用します。 

CI-NET対応 
EDI機能 

簡易業務 
サービス インターネット 

CI-NET形式 

ブラウザなど 
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【協議会①】 
中堅総合建設業を中心とした 
電子商取引導入検討事例電子商取引導入検討事例 

•中堅総合工事業と取引先３社で導入検討を実施した事例です。 
に社内業務 化 処 化が進 引先 積 注文 出

１．特色 

•既に社内業務のシステム化や電子承認処理のシステム化が進んでおり、取引先との見積・注文・出
来高の業務でも、表計算ソフトや電子メール等を利用した電子化を実現しています。 
•電子商取引の標準化の流れに合わせるべく、ＣＩ－ＮＥＴの導入の検討を実施しました。 

２．参加企業の紹介 

■発注者 Ａ社■発注者 Ａ社 

総合工事業 （総合建設業） 

 資本金：約230億、完工高：約2,500億、売上高：約2,500億、従業員数：2,500人以下 

業務量（年間） 見積件数：75,000件、注文件数：25,000件、出来高・請求件数：100,000件 

システム化の状況 見積：システム導入済み・見積書は表計算ソフトと電子メールを利用 

注文：システム導入済み・注文書は印刷、郵送 

専門工事業 （タイル・レンガ・ブロック工事業） 

 資本金：約3,500万、売上高：約10億、従業員数：10人以下 

業務量（年間） 見積件数：60件、注文件数：40件、出来高・請求件数：100件 

出来高・請求：システム導入済み・書類は表計算ソフトと電子メールを利用 

■受注者 Ｂ社 

専門工事業 （一般工事業）

専門工事業 （鳶・大工・工事業） 

 資本金：約2,000万、売上高：約6億、従業員数：50人以下 

業務量（年間） 見積件数：150件、注文件数：100件、出来高・請求件数：500件 

■受注者 Ｃ社 

■受注者 Ｄ社 

３．ＣＩ－ＮＥＴ導入時の協議会における要望 

専門工事業 （一般工事業）

 資本金：約1,000万、売上高：約4億、従業員数：10人以下 

業務量（年間） 見積件数：60件、注文件数：40件、出来高・請求件数：200件 

・初期導入時の業務担当者の作業負荷は抑えたい。 
 

・混乱をさける為に、業務プロセスの変更は極力抑えたい。 
 

・あらかじめ電子商取引の運用イメージをつかんでおきたい。 
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◎現行業務プロセスの分析 
現行の業務プロセスを明示化し、各業務で負担の多い業務や改善が必要な業務・課題を整理します。 

４．業務分析 

発注者

紙面等での情報の受渡し 
電子での情報の受渡し 

購買見積 

注文 

事務部門 
（経理） 

工事部門 
（支店・現場） 購買部門 

受注者 

予算作成・見積依頼作成・送付（メール） 

データ取込み・回送 

発注者

明細入力・送付（メール） 

印刷・郵送 押印・郵送 承認・回送 

回答作成 
データ入力 

業務システムに見積 
情報を取込して発注依頼 

出来高 

請求 

保管 郵送 

折衝 

照合・承認 

請求書作成 
伝票入力 

保管 

調書作成・送付（メール） 
 検収明細書作成・送付（メール） 

郵送 回送 

データ取込み 

データ入力 

コピー・配布 業務システムに出来高 
情報を取込して原価計上 

受領 受取・確認 

◎電子化後の業務プロセスイメージの作成 
現行業務プロセス分析の結果を踏まえて、電子化後の効率化された業務プロセスイメージを作成します。 

事務部門 
（経理） 

工事部門 
（支店・現場） 調達部門 

受注者 
発注者 

電子化 

購買見積 

注文 

出来高 検収内容確認 
（電子承認） 照合・承認 

金額確認 

業務システムから 
データ送信 

業務システムから 
データ送信 

注文情報 
の活用 折衝業務は従来通り 

請求 データ確認 
出来高情報 
の活用 

５．現状の取引業務における作業時間・経費の調査結果 

◎現状取引の作業時間・経費の把握 
１業務あたりの平均の作業時間や諸経費を計測し、どの業務に関する負担が大きいかを判断します。 

・発注者は電子化が進んでおり、 
 業務効率化が実現されているこ 
 とが分かります。 
・受注者は購買業務にかかるコス 

トが大きいことに注目します。

Ａ社 

［発注者］ 

総合工事業 

Ｂ社 

［受注者］ 

専門工事業 

Ｃ社 

［受注者］ 

専門工事業 

Ｄ社 

［受注者］ 

専門工事業 

購買見積業務 
作業時間 47.0分 53.8分 173.8分 288.6分 

経 費 ¥32.0 ¥98.3 ¥629.5 ¥736.1  トが大きいことに注目します。

○作業時間の内訳： 
 書類の作成・封書詰め・送付・折衝・移動時間等 
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注文業務 
作業時間 17.5分 19.5分 36.5分 157.0分 

経 費 ¥111.0 ¥86.1 ¥86.9 ¥453.9 

出来高・請求業務 
作業時間 10.0分 46.8分 53.5分 56.7分 

経 費 ¥0.0 ¥2.6 ¥2.6 ¥2.6 

○諸経費の内訳： 
 FAX・郵送代・印刷代・書類委託保管等  



◎ＣＩ－ＮＥＴ導入後の作業時間・経費の削減効果を算出 

６．電子化した場合の作業時間・経費の削減効果予測 

電子化前後での１業務あたりの作業時間・経費等の業務コストを比較し予測される効果を算出します。 

・受注者は、取引規模に応じて、印紙代を削減することが可能です。 

①印紙代の削減 

業種 企業 現状 電子化後 

専門工事業 Ｂ社 Ｄ社 ¥302 265 ¥0

●収入印紙代（印紙税）／年間 

②経費の削減 

専門工事業 Ｂ社～Ｄ社 ¥302,265 → ¥0

 
・発注者は、書類の印刷および郵送費を削減することが可能になります。 
・受注者は、現状では見積書類や設計図書、注文書類を郵送ではなく手渡しで行っていることが多い 
 ため、交通費等を削減できます。（交通費は場所や距離、移動時間によって異なります） 

●交通費／１件あたり ●郵送・通信費／１件あたり 

●印刷代（印刷・コピー）／１件あたり 

業種 企業 現状 電子化後 

総合工事業 Ａ社 ¥0 → ¥0 
専門工事業 Ｂ社～Ｄ社 ¥667 → ¥0 

業種 企業 現状 電子化後 

総合工事業 Ａ社 ¥88 → ¥1 
専門工事業 Ｂ社～Ｄ社 ¥267 → ¥0 

業種 企業 現状 電子化後 

総合工事業 Ａ社 ¥78 → ¥30 
専門工事業 Ｂ社 Ｄ社 ¥133 ¥0

・発注者は、一部の業務で電子化による情報交換を実現しているため、若干の作業時間の削減効 
 果が見込まれる程度にとどまっています。 
・受注者は、データの作成時間や確認時間の効果があることが分かります。 
 また書類の受け渡しの手間も省けるので、移動時間や交通費の削減ができます。 

③作業時間の削減  

専門工事業 Ｂ社～Ｄ社 ¥133 → ¥0

●書類確認時間（確認・検算）／１件あたり 

●移動時間／１件あたり 

●封書作成時間（折込・宛名書き等）／１件あたり 

業種 企業 現状 電子化後 

総合工事業 Ａ社 6.5分 → 6.0分 
専門工事業 Ｂ社～Ｄ社 75.8分 → 56.2分 

業種 企業 現状 電子化後 

総合工事業 Ａ社 2.0分 → 0.0分 

専門工事業 Ｂ社～Ｄ社 4.0分 → 0.0分 

業種 企業 現状 電子化後 

総合工事業 Ａ社 0 0分 → 0 0分

●比較検討時間（業者選定・見積比較）／１件あたり 
業種 企業 現状 電子化後 

総合工事業 Ａ社 15 0分 → 15 0分

●入力時間（データ作成）／１件あたり 

●承認時間（承認・押印）／１件あたり

●保管作業時間／１件あたり 

業種 企業 現状 電子化後 

総合工事業 Ａ社 24.2分 → 23.0分 
専門工事業 Ｂ社～Ｄ社 137.2分 → 148.3分 

業種 企業 現状 電子化後 

総合工事業 Ａ社 2.0分 → 1.0分 
専門工事業 Ｂ社～Ｄ社 6.0分 → 0.0分 

総合工事業 Ａ社 0.0分 → 0.0分
専門工事業 Ｂ社～Ｄ社 45.3分 → 0.0分 

総合工事業 Ａ社 15.0分 → 15.0分

※受注者が複数社の場合、作業時間 
や経費は平均値で記載しています。 
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●承認時間（承認 押印）／１件あたり 

業種 企業 現状 電子化後 

総合工事業 Ａ社 5.5分 → 5.0分 
専門工事業 Ｂ社～Ｄ社 12.0分 → 8.4分 



７．ＣＩ－ＮＥＴ導入シミュレーション 

◎各社にあったＣＩ－ＮＥＴ導入方式を選択し、費用対効果をシミュレーション 
電子化による業務効率化による効果と、ＣＩ－ＮＥＴ導入の予想コスト（初期・月額）を元に投資回収時期を予測します。 

発注者事例 Ａ社 
●自社システムとＡＳＰのＣＩ－ＮＥＴ機能を連携した例 ●ＣＩ－ＮＥＴ対応の業務ソフトを導入した例 

受注者事例 Ｂ社 

●目標電子化率 

Ａ社導入時の電子化率 37.5% 購買見積～注文 出来高～請求 

3年後 60.0% 50.0% 

5年後 70.0% 60.0% 

●削減金額の試算（３年後の１年間）

●電子化率 

●削減金額の試算（３年後の１年間） 
現状の年間 
業務コスト 

３年後の年間 
予想コスト 

電子化による 
効率化コスト 

購買見積 
作業時間 1,050日/人 1,034日/人 -16日/人 

経 費 2,300千円 2,300千円 0千円 

注文業務 
作業時間 321日/人 279日/人 -42日/人 

経 費 3,100千円 1,200千円 -1,900千円 

出来高 
・請求業務 

作業時間 810日/人 700日/人 -110日/人 

経 費 0千円 0千円 0千円 

書類保管 経 費 5 200千円 4 700千円 500千円

●削減金額の試算（年間） 
現状の年間 
業務コスト 

３年後の年間 
予想コスト 

電子化による 
効率化コスト 

購買見積 
作業時間 89時間/人 79時間/人 -10時間/人 

経 費 6.0千円 0.4千円 -5.6千円 

注文業務 
作業時間 14時間/人 15時間/人 1時間/人 

経 費 4.0千円 0.2千円 -3.8千円 

出来高 
・請求業務 

作業時間 156時間/人 143時間/人 -13時間/人 

経 費 0.3千円 0.0千円 -0.3千円 

印紙代 経 費 230千円 1 2千円 230 千円

●導入コスト （参考値） ●導入コスト （参考値） 

初期費用 36,000千円～60,000千円 

月額費 410千円～700千円 

初期費用 400千円～650千円 

月額費 3千円～6千円 

書類保管 経 費 5,200千円 4,700千円 -500千円

削減金額計（年） 約 -19,000千円 

●費用対効果シミュレーション結果（参考値） 

印紙代 経 費 230千円 1.2千円 -230.千円

削減金額計（年） 約 -300千円 

●費用対効果シミュレーション結果（参考値） 

・初期、月額費用を抑えることが可能なため、

投資回収完了 

投資回収完了 

初期、月額費用を抑える とが可能なため、
   早い段階での投資効果が見込めます。 
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８．ＣＩ－ＮＥＴ導入時の協議会における要望への対応方法 

購買見積・注文の業務と、
出来高・請求の業務の

 分析の結果、業務の削減効果は出来高・請求業務の方によりメリットがある事
がわかります。しかしながら、出来高・請求業務の情報を円滑に社内システムと連
携 に 前段階 購 積 注文業務 化が必 に電子化を同時に実施す

る事で、着実な削減効果
が得られます。 

携させるには、前段階である購買見積・注文業務の電子化が必要になります。

 そこで、導入の際は見積～注文業務と、出来高・請求業務を同時に電子化する
ことにより効率的な導入につながると考えます。 

 また、他の中堅総合建設業者と協力し導入推進していく事で、受注者への円滑
な導入を推進が可能となり、さらなる電子化率向上に繋がると考えます。 

現行業務プロセスを大き
く変更しないことが円滑

 ＣＩ－ＮＥＴ導入に伴い業務プロセスを大きく変更する必要はありません。 

既存システムの入力画面や承認フロ 等をそのまま継続利用することで 実業務く変更しないことが円滑
な業務の流れを継続しま
す。 

既存システムの入力画面や承認フロー等をそのまま継続利用することで、実業務
担当者の負担を軽減し、電子化後も違和感なく業務を実施することが可能になり
ます。ただし、最初から全ての取引の電子化を実現することは難しく、電子と紙の
運用が混在することが予想されます。従来の紙の運用と電子が並行で運用するこ
とを考慮したシステムを検討する必要があります。 

電子化後の業務を体験
環境を活用することで事
前に電子化に対する不

 電子化後の業務の流れや仕組みがどのように変わるのか、事前に予測できな
かったり、イメージが沸かないことで不安に感じて導入に抵抗を感じる事がありま
す前に電子化に対する不

安を解消します。 
す。 
 電子化後のシステムの操作イメージを理解したいという企業向けに、ＣＩ－ＮＥＴ
の推進機関では電子商取引の体験環境を準備しております。実際にＣＩ－ＮＥＴを
用いた電子商取引を体験していただき、システム導入後のイメージを事前に捉え
ることで、電子化に対する不安や疑問・課題を払拭できると考えます。 

業界標準のＣＩ－ＮＥＴを
利用することで、受注者

 受注者側の企業は、業界標準であるＣＩーＮＥＴを利用する事で、発注者毎にシ
ステムと準備する等の多端末化をさける事が出来ます。 

９．電子商取引導入の効果 

利用することで、受注者
側の生産性が向上しま
す。 

 また、指定契約書や指定請求書の発注者毎の書類の作成作業も無くなり、業
務の効率化と生産性の向上が図れます。また、請負工事に関しては印紙税の削
減が見込めます。 

◎発注者では◎発注者では･･･ 
・情報登録の手間の削減が図れます。 

・グループ企業との連携で経営力強化が図れます。 

◎受注者では･･･ 
・見積や契約情報の管理が可能です。  

・見積から出来高までの明細が管理できます・見積から出来高までの明細が管理できます。

・印紙税が削減できます。 

 社内システムとＣＩ－ＮＥＴの連携費用の圧縮の検討や、短期間で高い電子化率
の達成により、電子化の効果（生産性の向上、関連性確保・長期データ保管、透明性の
実現・法令遵守、コスト削減）をより多く得ることができます。 
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【協議会②】 
地域総合建設業を中心とした 
電子商取引導入検討事例電子商取引導入検討事例 

•地域総合工事業と取引先３社で導入検討を実施した事例です。 
•見積・注文・出来高ともに紙による運用を実施しており、各業務のシステムの連携はなく、データの突

合 手作業に 実施 対象部 対象業務別にＣ 適 検討 導

１．特色 

き合わせを手作業にて実施しています。対象部署や対象業務別にＣＩ－ＮＥＴ適用を検討し、より導入
効果を得られる業務分野の調査を行いました。 
•また、同様の検討手法が今後の地域促進モデルとして有効であるかについて検討しました。 

２．参加企業の紹介 

■発注者 Ａ社 

総合工事業 （総合建設業） 

 資本金：約2億、完工高：約20億、売上高：約20億、従業員数：100人以下 

業務量（年間） 見積件数：1,300件、注文件数：570件、出来高・請求件数：4,000件 

システム化の状況 見積：積算システムを導入済み・実行予算、下見積は表計算ソフトを利用 

注文：注文書発行システムを導入済み・紙による伝票印刷を実施 

発

資機材販売業 （コンクリート二次製造販売） 

 資本金：約4,000万、売上高：約6億、従業員数：50人以下 

業務量（年間） 見積件数：300件、注文件数：40件、出来高・請求件数：600件 

出来高・請求：出来高は対面、折衝にて決定・報告書は表計算ソフトを利用 

■受注者 Ｂ社 

専門工事業 （土木工事業）

資機材販売業 （建設資材販売業、製材業） 

 資本金：約1,000万、売上高：約5億、従業員数：50人以下 

業務量（年間） 見積件数：500件、注文件数：300件、出来高・請求件数：900件 

■受注者 Ｃ社 

■受注者 Ｄ社 

・ＣＩ ＮＥＴの導入費用や運用費用を極力抑えたい

専門工事業 （土木工事業）

 資本金：約300万、売上高：約6,000万、従業員数：10人以下 

業務量（年間） 見積件数：60件、注文件数：50件、出来高・請求件数：55件 

３．ＣＩ－ＮＥＴ導入時の協議会における要望 

・ＣＩ－ＮＥＴの導入費用や運用費用を極力抑えたい。
 

・電子化の効果を、効率的に得る為のポイントが知りたい。 
 

・発注者と受注者の双方でメリットが出るようにしたい。 
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◎現行業務プロセスの分析 
現行の業務プロセスを明示化し、各業務で負担の多い業務や改善が必要な業務・課題を整理します。 

４．業務分析 

発注者 

紙面等での情報の受渡し 
電子での情報の受渡し 

見積 

注文 

事務部門 
（経理） 

工事部門 
（支店・現場） 購買部門 

受注者 

予算作成・見積依頼（FAX） 

データ受領・比較表作成 

発注者

明細作成・持込 

印刷・郵送 押印・郵送 承認・注文書作成 

資料作成 文書ソフトで 
比較表作成し回送 

業務システムで 
注文書作成・印刷 

出来高 

請求 

保管 郵送 

折衝 

請求書作成 

保管 

 検収明細書作成・送付（メール） 

郵送 回送 

金額確認 

コピー・配布 文書ソフトで協議結果 
資料を作成・送付 

受取・確認 受領 

業務システム 
に登録 

◎電子化後の業務プロセスイメージの作成 
現行業務プロセス分析の結果を踏まえて、電子化後の効率化された業務プロセスイメージを作成します。 

購買見積

事務部門 
（経理） 

工事部門 
（支店・現場） 調達部門 

受注者 
発注者 

電子化 
業務システムから 購買見積 

注文 

出来高 検収内容確認 
（電子承認） 照合・承認 

金額確認 
データ送信 

業務システムから 
データ送信 

注文情報 
の活用 

折衝業務は従来通り 

請求 出来高情報 
の活用 データ確認 

◎現状取引 作業時間 経費 把握

５．現状の取引業務における作業時間・経費の調査結果 

◎現状取引の作業時間・経費の把握 
１業務あたりの平均の作業時間や諸経費を計測し、どの業務に関する負担が大きいかを判断します。 

特に受注者を中心に購買業務にか
かるコストが大きいことに注目しま
す。明細の作成等に時間を費やさ
れていることが主な要因としてあげ
られます。 

Ａ社 

［発注者］ 

総合工事業 

Ｂ社 

［受注者］ 

資機材販売業 

Ｃ社 

［受注者］ 

資機材販売業 

Ｄ社 

［受注者］ 

専門工事業 

購買見積業務 
作業時間 63.8分 154.5分 90.6分 202.5分 

経 費 ¥71.0 ¥724.3 ¥408.5 ¥695.1 

作業時間 14 0分 66 5分 113 0分 103 5分
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注文業務 
作業時間 14.0分 66.5分 113.0分 103.5分

経 費 ¥171.0 ¥465.2 ¥627.6 ¥778.9 

出来高・請求業務 
作業時間 62.9分 38.0分 40.2分 63.5分 

経 費 ¥8.0 ¥5.2 ¥5.2 ¥5.2 

○作業時間の内訳： 
 書類の作成・封書詰め・送付・折衝・移動時間等 

○諸経費の内訳： 
 FAX・郵送代・印刷代・書類委託保管等  



◎ＣＩ－ＮＥＴ導入後の作業時間・経費の削減効果を算出 
 

６．電子化した場合の作業時間・経費の削減効果予測 

電子化前後での１業務あたりの作業時間・経費等の業務コストを比較し予測される効果を算出します。 

①印紙代の削減 
  ・受注者は、取引規模に応じて、印紙代を削減することが可能です。 

業種 企業 現状 電子化後 

専門工事業 Ｄ社 ¥400 → ¥0

●収入印紙代（印紙税）／年間 

②経費の削減  
・発注者は、書類の印刷および郵送費を削減することが可能になります。 
・受注者は、現状では見積書類や設計図書、注文書類を郵送ではなく手渡しで行っていることが多い 
 ため、交通費等を削減できます。（交通費は場所や距離、移動時間によって異なります） 

専門工事業 Ｄ社 ¥400 → ¥0
資機材販売業 Ｂ社,Ｃ社 ¥0 → ¥0 

交通費／ 件あたり 郵送 通信費／ 件あたり●交通費／１件あたり ●郵送・通信費／１件あたり 

●印刷代（印刷・コピー）／１件あたり 

業種 企業 現状 電子化後 

総合工事業 Ａ社 ¥800 → ¥0 

専門工事業 Ｄ社 ¥1,600 → ¥0 
資機材販売業 Ｂ社,Ｃ社 ¥1,600 → ¥0 

業種 企業 現状 電子化後 

総合工事業 Ａ社 ¥542 → ¥0 
専門工事業 Ｄ社 ¥0 → ¥0 

資機材販売業 Ｂ社,Ｃ社 ¥120 → ¥0 

業種 企業 現状 電子化後 

総合工事業 Ａ社 ¥549 → ¥0

③作業時間の削減 
  ・書類作成や確認・保管の作業の手間が大幅に削減できます。 

 また書類の受け渡しの手間も省けるので、移動時間や交通費の削減ができます。 

総合工事業 549 0
専門工事業 Ｄ社 ¥38 → ¥0 

資機材販売業 Ｂ社,Ｃ社 ¥79 → ¥0 

●書類確認時間（確認・検算）／１件あたり ●封書作成時間（折込・宛名書き等）／１件あたり 
業種 企業 現状 電子化後 業種 企業 現状 電子化後

●移動時間／１件あたり 

業種 企業 現状 電子化後

総合工事業 Ａ社 30.0分 → 27.2分 
資機材販売業 Ｄ社 38.3分 → 24.7分 
専門工事業 Ｂ社,Ｃ社 75.0分 → 8.5分 

業種 企業 現状 電子化後

総合工事業 Ａ社 4.5分 → 0.0分 
専門工事業 Ｄ社 3.0分 → 0.0分 

資機材販売業 Ｂ社,Ｃ社 4.5分 → 0.0分 

業種 企業 現状 電子化後 

総合工事業 Ａ社 0.0分 → 0.0分 
専門工事業 Ｄ社 137.0分 → 0.0分

●比較検討時間（業者選定・見積比較）／１件あたり 
業種 企業 現状 電子化後 

総合工事業 Ａ社 135.0分 → 105.0分 

●入力時間（データ作成）／１件あたり 

●承認時間（承認・押印）／１件あたり 

●保管作業時間／１件あたり 

業種 企業 現状 電子化後 
総合工事業 Ａ社 188.6分 → 95.5分 
専門工事業 Ｄ社 81.5分 → 29.0分 

資機材販売業 Ｂ社,Ｃ社 79.2分 → 42.5分 

業種 企業 現状 電子化後 

総合工事業 Ａ社 14.0分 → 0.0分 
専門工事業 Ｄ社 6.0分 → 0.0分 

資機材販売業 Ｂ社,Ｃ社 6.0分 → 0.0分 

専門工事業 社 137.0分 0.0分
資機材販売業 Ｂ社,Ｃ社 136.0分 → 0.0分 
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業種 企業 現状 電子化後 

総合工事業 Ａ社 38.5分 → 21.5分 
専門工事業 Ｄ社 12.0分 → 8.1分 

資機材販売業 Ｂ社,Ｃ社 12.0分 → 8.1分 
※受注者が複数社の場合の、作業時間 
や経費は平均値で記載しています。 



◎各社にあったＣＩ－ＮＥＴ導入方式を選択し、投資対効果をシミュレーション 

７．ＣＩ－ＮＥＴ導入シミュレーション 

電子化による業務効率化による効果と、ＣＩ－ＮＥＴ導入予想コスト（初期・月額）を元に投資回収時期を予測します。 

●ＡＳＰのブラウザシステムを利用した例 ●ＡＳＰのブラウザシステムを利用した例 
発注者事例 Ａ社 受注者事例 Ｃ社 

購買見積～注文 出来高～請求 

1年後 5.0% 5.0% 

3年後 10.0% 5.0% 

5年後 15.0% 10.0% 

Ａ社導入時の電子化率 7.9% 

●目標電子化率 ●電子化率 

●削減金額の試算（３年後の１年間） 
現状の年間 
業務コスト 

３年後の年間 
予想コスト 

電子化による 
効率化コスト 

購買見積 
作業時間 57日/人 55日/人 -2日/人 

経 費 90千円 80千円 -10千円 

注文業務 
作業時間 5日/人 5日/人 -1日/人 

経 費 90千円 80千円 -10千円 

出来高 
・請求業務 

作業時間 174日/人 169日/人 -6日/人 

経 費 33千円 29千円 -4千円

●削減金額の試算（年間） 
現状の年間 
業務コスト 

３年後の年間 
予想コスト 

電子化による 
効率化コスト 

購買見積 
作業時間 31日/人 30日/人 -1日/人 

経 費 217千円 199千円 -18千円 

注文業務 
作業時間 18日/人 17日/人 -1日/人 

経 費 182千円 168千円 -14千円 

出来高 
・請求業務 

作業時間 8日/人 7日/人 -1日/人 

経 費 1.6千円 1.5千円 -0.1千円

初期費用 1,900千円～2,600千円 

月額費 100千円～140千円 

初期費用 160千円～200千円 

月額費 16千円～20千円 

●導入コスト （参考値） ●導入コスト （参考値） 

経 費 33千円 29千円 4千円

書類保管 経 費 13千円 11千円 -2千円 

削減金額計（年） 約 -790千円 

●費用対効果シミュレーション結果（参考値） 

経 費 1.6千円 1.5千円 0.1千円

印紙代 経 費 190千円 0千円 -190千円 

削減金額計（年） 約 -500千円 

●費用対効果シミュレーション結果（参考値） 

投資回収完了 

・初期、月額費用を抑えることが可能なため、

投資回収完了 

初期、月額費用を抑える とが可能なため、
   早い段階での投資効果が見込めます。 
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８．ＣＩ－ＮＥＴ導入時の協議会における要望への対応方法 

導入効果の高い部門か
ら段階的に電子化をする

 部門単位での費用対効果を算出することで、特に効果の見込まれる部門・業務
を中心に、段階的に電子化を進めることが出来ます。 

第 ステ プでは 発注者 受注者双方に比較的効果が捉え易い「注文 業務ことで、導入費用を抑え、
早い段階での効果が期
待できます。 

 第一ステップでは、発注者・受注者双方に比較的効果が捉え易い「注文」業務
をターゲットに電子化を検討します。 

 第二ステップ以降では、見積、出来高・請求業務を段階的に電子化することを
検討することで、初期に抱える導入費用を抑える事が出来ると同時に、早期に効
果を見出すことができます。 

主要取引先から先に電
子化の実現することで高
い効果が期待できます

 調査の結果主要取引先２社で取引件数の約２０％、取引先１０社で取引件数
の３５％を締める事が分かりました。 

主要取引先を優先的に電子化対応を行なう事により 初年度電子化率を２い効果が期待できます。  主要取引先を優先的に電子化対応を行なう事により、初年度電子化率を２
０％、５年後の電子化率を３５％と設定する事で、早期に投資回収完了すること
が分かります。 

 また、紙と電子の並行運用は業務の効率が低くなる懸念があります。早い段階
で高い電子化率を目標とすることで、実務担当者の負担を軽減することも可能に
なると考えます。 

地域中小ゼネコンのＣＩ
－ＮＥＴ利用が更なる電

 取引件数、金額が少ない受注者では電子化の恩恵が少ない場合があります。
近隣の中小ゼネコンが足並みを揃えて電子化に対応する事で、受注者も電子化

◎発注者では･･･

９．電子商取引導入の効果 

－ＮＥＴ利用が更なる電
子化を促進します。 

近隣の中小 ネ ンが足並みを揃えて電子化に対応する事で、受注者も電子化
の恩恵を大きく受けることができます。 

複数の発注者・受注者双方で導入検討を行い、先進的に導入された企業の実
績・意見等を取り入れることで、地域全体の業務効率化や活性化に期待できます。  

◎発注者では･･･ 
・取引状況の一元管理ができます。 
・伝票チェックの手間が削減できます。 

◎受注者では･･･ 
・請求書の入力の手間が省けます。  
印紙税が削減ができます・印紙税が削減ができます。

業務システムの導入の検討や、同一地区の同業他社の参入を促し、地区全体の電子化率を上
げることにより、電子化の効果（生産性の向上、関連性確保・長期データ保管、透明性の実現・
法令遵守、コスト削減）をより多く得ることができます。 
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【協議会③】 
設備工事業（電気設備業）を中心とした 

電子商取引導入検討事例電子商取引導入検討事例 

•設備工事業（電気設備業）と取引先３社で導入検討を実施した事例です。 
に 部 受注者 注文業務 商 引 進

１．特色 

•既に一部の受注者との注文業務では電子商取引を進めています。
•電子商取引の標準化の流れに合わせるべく、ＣＩ－ＮＥＴの情報収集を実施するとともに、ＣＩ－ＮＥＴ
が適応可能な業務分野の調査とその導入効果について検討しました。 

２．参加企業のご紹介 

■発注者 Ａ社 

設備工事業 （電気設備業） 

 資本金：約100億、完工高：約4,000億、売上高：約4,000億、従業員数：6,000人以下 

業務量（年間） 見積件数：25,000件、注文件数：5,000件、出来高・請求件数：14,000件 

システム化の状況 見積：システム導入済み・下見積書は電子化・購買見積は印刷、郵送 

注文：システム導入済み・注文書は印刷、郵送（グループ企業内は電子化） 

発

専門工事業 （電気・土木工事業等の施工） 

 資本金：約4億、売上高：約80億、従業員数：500人以下 

業務量（年間） 見積件数：400件、注文件数：400件、出来高・請求件数：600件 

出来高・請求：システム導入済み・書類は印刷、郵送（グループ企業内は電子化） 

■受注者 Ｂ社 

資機材販売業 （資機材販売業）

専門工事業 （電気・空調・給排設備工事業） 

 資本金：約1億、売上高：約60億、従業員数：200人以下 

業務量（年間） 見積件数：1,600件、注文件数：1,600件、出来高・請求件数：2,000件 

■受注者 Ｃ社 

■受注者 Ｄ社 
 

３．ＣＩ－ＮＥＴ導入時の協議会における要望 

・混乱をさける為に 業務プロセスの変更は極力抑えたい

資機材販売業 （資機材販売業） 

 資本金：約1億、売上高：約300億、従業員数：100人以下 

業務量（年間） 見積件数：0件、注文件数：5,000件、出来高・請求件数：60,000件 

・混乱をさける為に、業務プロセスの変更は極力抑えたい。
 

・設備業界の取引においても、ＣＩ－ＮＥＴが問題なく利用できるか知りたい。 
 

・商品情報等の電子データをグループ企業内において有効活用したい。 
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◎現行業務プロセスの分析 
現行の業務プロセスを明示化し、各業務で負担の多い業務や改善が必要な業務・課題を整理します。 

４．業務分析 

発注者

紙面等での情報の受渡し 
電子での情報の受渡し 

見積 

注文 

事務部門 
（経理） 

工事部門 
（支店・現場） 購買部門 

受注者 

予算作成・見積依頼（メール） 

受領・データ入力 

発注者 

明細作成・郵送 

送付（メール） 押印・郵送 承認・注文書作成 

資料作成 業務システムで 
発注依頼を入力し回送 

業務システムで 
注文書作成・印刷 

◎電子化後 業務プ ジ 作成

出来高 

請求 

送付（メール） 

折衝 

請求書作成 

保管 

 検収明細書作成・送付（メール） 

郵送 回送 

金額確認 

保管・配布 文書ソフトで協議結果 
資料を作成・送付 

受取・データ入力 

照合 

◎電子化後の業務プロセスイメージの作成

現行業務プロセス分析の結果を踏まえて、電子化後の効率化された業務プロセスイメージを作成します。 

購買見積

事務部門 
（経理） 

工事部門 
（支店・現場） 調達部門 

受注者 
発注者 

電子化 
業務システムから 
デ タ送信

購買見積 

注文 

出来高 検収内容確認 
（電子承認） 照合・承認 

金額確認 
データ送信 

業務システムから 
データ送信 

注文情報 
の活用 

折衝業務は従来通り 

請求 出来高情報 
の活用 データ確認 

データ入力 

◎現状取引の作業時間・経費の把握

５．現状の取引業務における作業時間・経費の調査結果 

◎現状取引の作業時間 経費の把握 
１業務あたりの平均の作業時間や諸経費を計測し、どの業務に関する負担が大きいかを判断します。 

特に受注者を中心に購買業務にか
かるコストが大きいことに注目し
ます。明細の作成等に時間を費や
されていることが主な要因として
あげられます。 

Ａ社 

[発注者] 

設備工事業 

Ｂ社 

[受注者] 

専門工事業 

Ｃ社 

[受注者] 

専門工事業 

Ｄ社 

[受注者] 

資機材販売業 

購買見積業務 
作業時間 150.0分 128.7分 141.5分 23.5分 

経 費 ¥93.0 ¥457.8 ¥841.6 ¥201.3 

作業時間 30 8分 41 5分 27 5分 55 5分
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注文業務 
作業時間 30.8分 41.5分 27.5分 55.5分

経 費 ¥167.0 ¥24.3 ¥38.1 ¥401.7 

出来高・請求業務 
作業時間 30.0分 45.2分 22.5分 62.0分 

経 費 ¥6.0 ¥5.2 ¥5.2 ¥5.2 

○作業時間の内訳： 
 書類の作成・封書詰め・送付・折衝・移動時間等 

○諸経費の内訳： 
 FAX・郵送代・印刷代・書類委託保管等  



◎ＣＩ－ＮＥＴ導入後の作業時間・経費の削減効果を算出 
 

６．電子化した場合の作業時間・経費の削減効果予測 

電子化前後での１業務あたりの作業時間・経費等の業務コストを比較し予測される効果を算出します。 

・受注者は、取引規模に応じて、印紙代を削減することが可能です。 

①印紙代の削減 

  

業種 企業 現状 電子化後 

専門工事業 Ｂ社, Ｃ社 ¥1,608,100 → ¥0 

●収入印紙代（印紙税）／年間 

②経費の削減 

資機材販売業 Ｄ社 ¥48,000 → ¥0 

●交通費／１件あたり ●郵送・通信費／１件あたり 

・発注者は、書類の印刷および郵送費を削減することが可能になります。 
・受注者は、現状では見積書類や設計図書、注文書類を郵送ではなく手渡しで行っていることが多い 
  ため、交通費等を削減できます。（交通費は場所や距離、移動時間によって異なります） 

●交通費／１件あたり ●郵送 通信費／１件あたり

●印刷代（印刷・コピー）／１件あたり 

業種 企業 現状 電子化後 

設備工事業 Ａ社 ¥0 → ¥0 
専門工事業 Ｂ社, Ｃ社 ¥600 → ¥0 

資機材販売業 Ｄ社 ¥800 → ¥0 

業種 企業 現状 電子化後 

設備工事業 Ａ社 ¥120 → ¥0 
専門工事業 Ｂ社, Ｃ社 ¥60 → ¥0 

資機材販売業 Ｄ社 ¥0 → ¥0 

業種 企業 現状 電子化後 

設備工事業 Ａ社 ¥161 → ¥0 
専門工事業 Ｂ社 Ｃ社 ¥86 ¥0

③作業時間の削減  

専門工事業 Ｂ社, Ｃ社 ¥86 → ¥0
資機材販売業 Ｄ社 ¥7 → ¥0 

●書類確認時間（確認・検算）／１件あたり ●封書作成時間（折込・宛名書き等）／１件あたり 

業種 企業 現状 電子化後 業種 企業 現状 電子化後

・書類作成や確認・保管の作業の手間が大幅に削減できます。 
 また書類の受け渡しの手間も省けるので、移動時間や交通費の削減ができます。 

●移動時間／１件あたり 

業種 企業 現状 電子化後

設備工事業 Ａ社 11.0分 → 10.7分 
専門工事業 Ｂ社, Ｃ社 48.8分 → 44.7分 

資機材販売業 Ｄ社 7.2分 → 5.6分 

業種 企業 現状 電子化後

設備工事業 Ａ社 1.5分 → 0.0分 
専門工事業 Ｂ社, Ｃ社 3.8分 → 0.0分 

資機材販売業 Ｄ社 3.0分 → 0.0分 

業種 企業 現状 電子化後 

設備工事業 Ａ社 0.0分 → 0.0分 
専門工事業 Ｂ社, Ｃ社 22.5分 → 0.0分 

資機材 売業 分 分

●比較検討時間（業者選定・見積比較）／１件あたり 

業種 企業 現状 電子化後 

設備工事業 Ａ社 75.0分 → 18.0分 

●入力時間（データ作成）／１件あたり 

●承認時間（承認・押印）／１件あたり 

●保管作業時間／１件あたり 

業種 企業 現状 電子化後

業種 企業 現状 電子化後 

設備工事業 Ａ社 58.8分 → 16.0分 
専門工事業 Ｂ社, Ｃ社 62.9分 → 54.4分 

資機材販売業 Ｄ社 29.3分 → 89.3分 

業種 企業 現状 電子化後 

設備工事業 Ａ社 5.0分 → 0.0分 
専門工事業 Ｂ社, Ｃ社 6.0分 → 0.0分 

資機材販売業 Ｄ社 5.0分 → 0.0分 

資機材販売業 Ｄ社 45.0分 → 0.0分
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業種 企業 現状 電子化後

設備工事業 Ａ社 14.5分 → 8.0分 
専門工事業 Ｂ社, Ｃ社 11.0分 → 8.4分 

資機材販売業 Ｄ社 9.0分 → 8.4分 

※受注者が複数社の場合の、作業時間 
や経費は平均値で記載しています。 



◎各社にあったＣＩ－ＮＥＴ導入方式を選択し、投資対効果をシミュレーション 

７．ＣＩ－ＮＥＴ導入シミュレーション 

発注者事例 Ａ社 受注者事例 Ｃ社

電子化による業務効率化による効果と、ＣＩ－ＮＥＴ導入予想コスト（初期・月額）を元に投資回収時期を予測します。 

●自社システムと自社ＣＩ－ＮＥＴ機能を連携した例 ●ＡＳＰのブラウザシステムを利用した例 

発注者事例  Ａ社 受注者事例 Ｃ社

購買見積～注文 出来高～請求 

5年後 100.0% 100.0% 

Ａ社導入時の電子化率 100.0% 

●目標電子化率 

●削減金額の試算（５年後の１年間） 
現状の年間 
業務コスト

３年後の年間 
予想コスト

電子化による 
効率化コスト

●電子化率 

●削減金額の試算（年間） 
現状の年間 
業務 スト

３年後の年間 
予想コスト

電子化による 
効率化コスト業務コスト 予想コスト 効率化コスト

購買見積 
作業時間 602日/人 284日/人 -318日/人 

経 費 2,300千円 0千円 -2,300千円 

注文業務 
作業時間 105日/人 43日/人 -62日/人 

経 費 830千円 0千円 -830千円 

出来高 
・請求業務 

作業時間 286日/人 182日/人 -104日/人 

経 費 70千円 0千円 -70千円 

書類保管 経 費 3,900千円 0千円 -3,900千円 

削減金額計（年） 約 -36,000千円 

業務コスト 予想コスト 効率化コスト

購買見積 
作業時間 56日/人 36日/人 -20日/人 

経 費 1,400千円 0千円 -1,400千円 

注文業務 
作業時間 0.3日/人 0.2日/人 -0.1日/人 

経 費 0千円 0千円 0千円 

出来高 
・請求業務 

作業時間 28日/人 16日/人 -12日/人 

経 費 10千円 0千円 -10千円 

印紙代 経 費 960千円 0千円 -960千円 

削減金額計（年） 約 -4,200千円 

初期費用 30,000千円～49,000千円 

月額費 250千円～410千円 

初期費用 330千円～550千円 

月額費 33千円～55千円 

●導入コスト （参考値） ●導入コスト （参考値） 

●費用対効果シミュレーション結果（参考値） ●費用対効果シミュレーション結果（参考値） 

投資回収完了 

・既に業務フロー、承認フローがＣＩ－ＮＥＴ推奨プロ 
 セスに適応している為、大きな業務変更等の必要 
 もなく導入が実現可能となります。 

・初期、月額費用を抑えることが可能なため、 
   早い段階での投資効果が見込めます。 
 

投資回収完了 
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８．ＣＩ－ＮＥＴ導入時の協議会における要望への対応方法 

現行業務プロセスを大き
く変更しないことにより

 ＣＩ－ＮＥＴ導入に伴い業務プロセスを大きく変更する必要はありません。 

既存システムの入力画面や承認フロー等をそのまま継続利用することで、業務担く変更しないことにより、
円滑な業務フローを継続
します。 

既存システムの入力画面や承認フロ 等をそのまま継続利用することで、業務担
当者の負担を軽減し、電子化後も違和感なく業務を実施することが可能になりま
す。 

 ただし、最初から全ての取引を電子化を実現することは難しく、移行段階では電
子と紙の運用が混在することが予想されます。そのため、紙と電子の並行運用を
考慮したシステム設計をおこなう必要があります。 

同じ業種・業態の会社が
集まり電子化後の仕組

 設備業では実際にＣＩ－ＮＥＴを適用した場合に、細かな部分での課題を生じる
可能性があります。 集まり電子化後の仕組

みや課題を共有・検討す
る事が重要です。 

同じ悩みを抱えた業種・業態の会社数社で電子化を導入し、仕組みや課題・疑問
等を共有することにより、電子化に向けたより良い解決策を見出す事ができると
考えます。 

 複数の発注者が先進的に電子化を推進することで、取引量や契約金額の少な
い受注者でも複数の発注者と接続することが可能になります。 

また、発注者と受注者の双方にて「Win-Win」の関係を築く事ができ、業界全体の
電子化促進につながると考えます。 

明細デ タの業務間に 発注者 受注者毎に同じような明細デ タを作成したり 担当者が紙から明細

９ 電子商取引導入の効果

明細データの業務間に
おける効率的な活用方
法が業務の効率化・省
力化につながります。 

 発注者、受注者毎に同じような明細データを作成したり、担当者が紙から明細
を転記する等、明細作成にかかる時間や管理に関する悩みを抱えている場合が
多くあります。 

 電子化に合わせて、明細データを企業間での受渡しを行い、各社の業務負荷を
軽減させると同時に、過去の取引データや、下見積データを契約や出来高・請求
の業務に連携する事で、業務の効率化・省力化が可能になると考えます。 

９．電子商取引導入の効果 

◎発注者では･･･ 
・グループ会社以外の取引における電子化が期待できます。  

・事務センターの経費軽減ができます。 

◎受注者では･･･ 受
・請求書の入力の手間が省けます。  

・印紙税の削減ができます。 

 件数の割合を多く締める備品や資材等購入に係わる取引の電子化を行うことにより、電
子化の効果（生産性の向上、関連性確保・長期データ保管、透明性の実現・法令遵守、コ
スト削減）をより多く得ることができます。 
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【協議会④】 
設備工事業（空調設備業）を中心とした 

電子商取引導入検討事例電子商取引導入検討事例 

•設備工事業（空調設備業）と取引先４社で導入検討を実施した事例です。 
•社内では既に業務効率化に向けて、電子商取引の検討を実施していました。 
•今回は電子商取引の標準化の流れに合わせる事が出来るか、ＣＩ－ＮＥＴ導入によりどの位の効果を
得られるか等 様々な角度から導入への判断材料の収集と 適用業務範囲の検討を実施しました

１．特色 

得られるか等、様々な角度から導入への判断材料の収集と、適用業務範囲の検討を実施しました。

２．参加企業のご紹介 

設備工事業 （空調設備業） 

資本金：約100億 完工高：約2 000億 売上高：約2 000億 従業員数：2 000人以下

■発注者 Ａ社 

 資本金：約100億、完工高：約2,000億、売上高：約2,000億、従業員数：2,000人以下

業務量（年間） 見積件数：180,000件、注文件数：90,000件、出来高・請求件数：100,000件 

システム化の状況 見積：予算管理、下見積、購買見積等システム化されている 

注文：システム化され原価管理が可能な状態 

出来高・請求：紙による承認フロー 

■受注者 Ｂ社

専門工事業 （管工事業） 

資本金：約3,000万、売上高：約10億、従業員数：20人以下

専門工事業 （管工事業） 

 資本金：約5,000万、売上高：約30億、従業員数：100人以下 

業務量（年間） 見積件数：110件、注文件数：１００件、出来高・請求件数：120件 

■受注者 Ｂ社 

■受注者 Ｃ社 

資機材販売業 （機器販売業） 

 資本金：約20億、売上高：約500億、従業員数：600人以下 

業務量（年間） 見積件数：300件、注文件数：1,800件、出来高・請求件数：2,400件 

 資本金：約3,000万、売上高：約10億、従業員数：20人以下

業務量（年間） 見積件数：400件、注文件数：200件、出来高・請求件数：600件 

■受注者 Ｄ社 

■受注者 Ｅ社

資機材販売業 （資機材販売業） 

 資本金：約3億、売上高：約1,000億、従業員数：600人以下 

業務量（年間） 見積件数：300件、注文件数：1,400件、出来高・請求件数：1,400件 

■受注者 Ｅ社 

３．ＣＩ－ＮＥＴ導入時の協議会における要望 

・設備業務における特殊な取引形態をどのように電子化すれば良いかわからない。 
 

・安心・安全な形式で注文業務の電子化を検討したい。 
 

・商品情報等の電子データを取引企業間で有効活用したい。 
 26 



◎現行業務プロセスの分析 
現行の業務プロセスを明示化し、各業務で負担の多い業務や改善の必要な業務・課題を整理します。 

４．業務分析 
紙面等での情報の受渡し 
電子での情報の受渡し 

発注者

見積 

注文 

事務部門 
（経理） 

工事部門 
（支店・現場） 購買部門 

受注者 

予算作成・見積依頼（郵送） 

受領・確認 

発注者 

明細作成・郵送 

送付（郵送） 押印・郵送 承認・注文書作成 

資料作成 受注者より受領する 
見積書を比較表として利用 

業務システムで 
注文書作成・印刷 

出来高 

請求 

送付（郵送） 

折衝 

請求書作成 

保管 

 検収明細書作成・持込 

郵送 回送 

資料作成 

保管・配布 

受領・確認 

データ入力 

確認 

◎電子化後の業務プロセスイメージの作成 
現行業務プロセス分析の結果を踏まえて、電子化後の効率化された業務プロセスイメージを作成します。 

事務部門 
（経理） 

工事部門 
（支店・現場） 調達部門 

受注者 
発注者 

電子化 

購買見積 

注文 

出来高 検収内容確認 
（電子承認） 照合・承認 

デ タ入力

金額確認 

業務システムから 
データ送信 

業務システムから 
データ送信 

注文情報 
の活用 

折衝業務は従来通り 

請求 出来高情報 
の活用 データ確認 

データ入力 

５．現状の取引業務における作業時間・経費の調査結果 

◎現状取引の作業時間・経費の把握 
１業務あたりの平均の作業時間や諸経費を計測し、どの業務に関する負担が大きいかを判断します。 

Ａ社 

［発注者］ 

設備工事業 

Ｂ社 

［受注者］ 

専門工事業 

Ｃ社 

［受注者］ 

専門工事業 

Ｄ社 

［受注者］ 

資機材販売業 

Ｅ社 

［受注者］ 

資機材販売業 

購買見積業務 
作業時間 135.0分 203.3分 389.0分 72.6分 108.7分 

経 費 ¥178.0 ¥965.2 ¥1,044.9 ¥503.3 ¥268.6 
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注文業務 
作業時間 13.0分 22.5分 14.8分 16.5分 43.5分 

経 費 ¥135.0 ¥121.7 ¥145.2 ¥5.2 ¥6.9 

出来高・請求業務 
作業時間 24.0分 60.2分 28.5分 45.2分 60.2分 

経 費 ¥6.0 ¥5.2 ¥26.8 ¥5.2 ¥5.2 
○作業時間の内訳： 
 書類の作成・封書詰め・送付・折衝・移動時間等 

○諸経費の内訳： 
 FAX・郵送代・印刷代・書類委託保管等  



◎ＣＩ－ＮＥＴ導入後の作業時間・経費の削減効果を算出 
 

６．電子化した場合の作業時間・経費の削減効果予測 

電子化前後での１業務あたりの作業時間・経費等の業務コストを比較し予測される効果を算出します。 

・受注者は、取引規模に応じて、印紙代を削減することが可能です。 

①印紙代の削減 

業種 企業 現状 電子化後 

専門工事業 Ｂ社, Ｃ社 ¥546,100 → ¥0 
資機材販売業 Ｄ社 Ｅ社 ¥10 100 ¥0

●収入印紙代（印紙税）／年間 

②経費の削減 

資機材販売業 Ｄ社, Ｅ社 ¥10,100 → ¥0

●交通費／１件あたり ●郵送・通信費／１件あたり 

・発注者は、書類の印刷および郵送費を削減することが可能になります。 
・受注者は、現状では見積書類や設計図書、注文書類を郵送ではなく手渡しで行っていることが多い 
  ため、交通費等を削減できます。（交通費は場所や距離、移動時間によって異なります） 

●印刷代（印刷・コピー）／１件あたり 

業種 企業 現状 電子化後

設備工事業 Ａ社 ¥0 → ¥0 
専門工事業 Ｂ社, Ｃ社 ¥800 → ¥0 

資機材販売業 Ｄ社, Ｅ社 ¥800 → ¥0 

業種 企業 現状 電子化後

設備工事業 Ａ社 ¥240 → ¥0 
専門工事業 Ｂ社, Ｃ社 ¥120 → ¥0 

資機材販売業 Ｄ社, Ｅ社 ¥138 → ¥0 

業種 企業 現状 電子化後 

設備工事業 Ａ社 ¥78 → ¥0 
専門工事業 Ｂ社 Ｃ社 ¥313 → ¥0

③作業時間の削減 
  

専門工事業 Ｂ社, Ｃ社 ¥313 → ¥0
資機材販売業 Ｄ社, Ｅ社 ¥269 → ¥0 

●書類確認時間（確認・検算）／１件あたり ●封書作成時間（折込・宛名書き等）／１件あたり

・書類作成や確認・保管の作業の手間が大幅に削減できます。 
 また書類の受け渡しの手間も省けるので、移動時間や交通費の削減ができます。 

●移動時間／１件あたり 

成 （ 宛 ）

業種 企業 現状 電子化後 

設備工事業 Ａ社 9.0分 → 8.7分 
専門工事業 社 Ｃ社 77 9分 39 6分

業種 企業 現状 電子化後 

設備工事業 Ａ社 4.5分 → 0.0分 
専門工事業 Ｂ社, Ｃ社 3.0分 → 0.0分 

資機材販売業 Ｄ社, Ｅ社 3.0分 → 0.0分 

業種 企業 現状 電子化後 

設備工事業 Ａ社 0.0分 → 0.0分 
専門工事業 Ｂ社, Ｃ社 45.0分 → 15.8分 

資機材販売業 Ｄ社, Ｅ社 67.5分 → 0.0分 

●比較検討時間（業者選定・見積比較）／１件あたり 

業種 企業 現状 電子化後 

設備工事業 Ａ社 35.0分 → 35.0分 

●入力時間（データ作成）／１件あたり ●保管作業時間／１件あたり 

業種 企業 現状 電子化後 

設備工事業 Ａ社 63.0分 → 50.3分 
専門工事業 Ｂ社, Ｃ社 163.6分 → 145.3分 

資機材販売業 Ｄ社, Ｅ社 60.2分 → 56.7分 

業種 企業 現状 電子化後 

設備工事業 Ａ社 2.0分 → 0.0分 
専門工事業 Ｂ社, Ｃ社 6.0分 → 0.0分 

資機材販売業 Ｄ社, Ｅ社 6.0分 → 0.0分 

専門工事業 Ｂ社, Ｃ社 77.9分 → 39.6分
資機材販売業 Ｄ社, Ｅ社 50.3分 → 9.2分 
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●承認時間（承認・押印）／１件あたり 

業種 企業 現状 電子化後 

設備工事業 Ａ社 8.5分 → 6.1分 
専門工事業 Ｂ社, Ｃ社 12.0分 → 8.4分 

資機材販売業 Ｄ社, Ｅ社 12.0分 → 8.4分 

※受注者が複数社の場合の、作業時間 
や経費は平均値で記載しています。 



◎各社にあったＣＩ－ＮＥＴ導入方式を選択し、投資対効果をシミュレーション 

７．ＣＩ－ＮＥＴ導入シミュレーション 

電子化による業務効率化による効果と、ＣＩ－ＮＥＴ導入予想コスト（初期・月額）を元に投資回収時期を予測します。 

●ＡＳＰのブラウザシステムを利用した例 ●自社システムとＡＳＰのＣＩ－ＮＥＴ機能を連携した例 

発注者事例  Ａ社 受注者事例  Ｃ社 

購買見積～注文 出来高～請求 

3年後 50.0% 10.0% 

5年後 80.0% 80.0% 

Ａ社導入時の電子化率 100.0% 

●目標電子化率 ●電子化率 

●削減金額の試算（３年後の１年間） 
現状の年間 
業務コスト 

３年後の年間 
予想コスト 

電子化による 
効率化コスト 

購買見積 
作業時間 8,874日/人 8,202日/人 -672日/人 

経 費 32,000千円 16,000千円 -16,000千円 

注文業務 
作業時間 810日/人 620日/人 -190日/人 

経 費 12000千円 6,000千円 -6,000千円 

出来高 
・請求業務

作業時間 1,722日/人 1,718日/人 -4日/人 

経 費 550千円 550千円 0千円

●削減金額の試算（年間） 
現状の年間 
業務コスト 

３年後の年間 
予想コスト 

電子化による 
効率化コスト 

購買見積 
作業時間 15日/人 5日/人 -10日/人 

経 費 105千円 0千円 -105千円 

注文業務 
作業時間 1.5日/人 0.5日/人 -1日/人 

経 費 11千円 0千円 -11千円 

出来高 
・請求業務

作業時間 5日/人 3日/人 -2日/人 

経 費 1千円 0千円 1千円

初期費用 36,000千円～60,000千円 

月額費 410千円～690千円 

初期費用 440千円～730千円 

月額費 44千円～73千円 

●導入コスト （参考値） ●導入コスト （参考値） 

請求業務 経 費 550千円 550千円 0千円

書類保管 経 費 1,300千円 650千円 -650千円 

削減金額計（年） 約 -105,600千円 

●費用対効果シミュレーション結果（参考値） 

・請求業務 経 費 1千円 0千円 -1千円

印紙代 経 費 630千円 0千円 -630千円 

削減金額計（年） 約 -2,000千円 

●費用対効果シミュレーション結果（参考値） 

初期 月額費用を抑えることが可能なため

投資回収完了 

投資回収完了 

・初期、月額費用を抑えることが可能なため、
   早い段階での投資効果が見込めます。 
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ＣＩ－ＮＥＴを導入してい
る企業の声を聞くことで
導 後 情報 得

 電子化による利点は理解できるが、自社で導入した場合に実際にどれくらいの
コストメリットがあるか、業務がどのように変わるのか等の不安であるために、導入
に踏み切れないという意見があります

８．ＣＩ－ＮＥＴ導入時の協議会における要望への対応方法 

導入後の情報を得ること
ができます。 

に踏み切れないという意見があります。

 既にＣＩ－ＮＥＴを導入されている企業と共に検討を行い、導入前の検討内容や
導入後の効果、課題等、実体験に基づいた話を聞くことで、効果を明確にし、導
入に対する不安を払拭する事ができると考えます。 

電子化におけるセキュリ
ティは確保されています。 

 電子化に伴い重要な情報が外部に漏洩しないか等、セキュリティ面での不安を
感じることがあります。 

 ＣＩ－ＮＥＴではデータを交換する際には、電子データの暗号化、電子署名を行う
事が規定されているため、情報漏洩やなりすまし等によるデータ改ざんができない事が規定されているため、情報漏洩やなりすまし等によるデ タ改ざんができない
仕組みを実現しています。 

ＣＩ－ＮＥＴを利用することにより、安心で信頼できる情報交換を実現する事ができ
ます。 

明細データの業務間の
効率的な活用方法が省
力化につながります。 

 発注者、受注者毎に同じような明細データを作成したり、担当者が紙から明細
を転記する等、明細作成にかかる時間やその管理に関する悩みを抱えている場
合が多くあります。 

 電子化に合わせて、明細データを企業間で受渡し、各社の業務負荷を軽減させ

９．電子商取引導入の効果 

ると共に、過去の取引データや、下見積データを契約や出来高・請求の業務に連
携する事で、業務効率化・省力化が可能になると考えます。 

◎発注者では･･･◎発注者では  
・情報登録の手間の削減が図れます。 
・グループ企業との連携で経営力強化が図れます。 

◎受注者では･･･ 
・見積、契約情報の管理が可能です。  
・見積から出来高までの明細が管理できます・見積から出来高までの明細が管理できます。
・印紙税の削減ができます。 

※頻繁に発生する細やかな契約変更に対応することで、電子化の効果（関連性確保・長期
データ保管、透明性の実現・法令遵守、コスト削減）をより多く得ることができます。 
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